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処理市営化」（『経営史学』第 48 巻 4
号）は、大阪市で屎尿処理がいかなるプ
ロセスを経て市営化されていったかを教
えてくれる。明治期でも屎尿は塵芥以上
に農家にとっては貴重な肥料であり売買
の対象とされたが、日露戦争後、大阪市
周辺隣接部で急激な人口増加がみられ、
屎尿が市内で滞留するようになると、大
正期後半の 1920年頃には、大阪市では民
営および市営の屎尿処理工場が建設さ
れ、そこでは肥料となる硫安が屎尿から
製造されていたという。大阪市は 1921
年に別に兵庫県淡路島で処理工場用地を
買収するも住民の反対運動に難渋し、結
局慰謝料を支払って工場竣工に至ったと
いう。屎尿処理場という住民が嫌がる施
設を府県を跨いで建設するという行為
が、90年以上も前に行われていたという
ことにまず驚かされる。 
 1926 年以降には硫安価格が低下し屎
尿処理事業の採算性が悪化したため、大
阪市は処理工場を休止し、生肥としての
処分を試みていく。財政面の問題や屎尿
汲み取り業者の失業問題への配慮から、
大阪市は汲み取り業の全市市営化には消
極的で、この点は全市市営化に積極的に
取り組んだ東京市との対比もなされてい
る。屎尿処理市営化を見合わせた大阪市
はその後、下水処理化に重点を置いてい
くが、各戸での便所の水洗化と下水処理
場との連結を要する下水処理構想は市の
財政問題や各家庭レベルでは費用がかか
りすぎるなどの理由で遅々として進ま
ず、1930年には挫折を余儀なくされる。
そして暫定的な処分方法として農村還元
処分が採用され、市設集荷場から大阪府
内の貯溜槽や他府県向けの陸上・海上輸
送、農村への屎尿売却などを市の受託授
業とするように方向転換されていく。だ
がそれも戦時体制下の燃料・労働力不足
から、屎尿問題の解決は結局戦後に委ね
られることになったという。ちなみに大
阪府下での屎尿貯溜槽建設では、市と府
がともに建設費を助成しており、この点
は二重行政の萌芽が感じられなくもな
い。また大正期における東京・大阪と欧
米都市との腸チフス死亡者数比較では、
圧倒的に日本の死者数が多く、戦前期日
本の衛生事情の悪さを思い知らされる。 
 星野高徳氏は、他に戦前期東京市にお
ける塵芥と屎尿処理の市営化に関する論
稿もいくつか著されている。合わせて読
まれたい。 
  
